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輸入貿易取引について
来住哲
はしがき
輸出貿易の伸長につれて，輸入貿易も増加の一途をたどっており，輸入貿
易に関心をもっているものも少なくないが，その取引知識については輸出貿
易取引の場合にくらべて意外と低い。もちろん，輸入貿易取引といっても，
それは貿易取引を輸出の反面である輸入よりみたものであるから，輸出貿易
取引と共通するところ少なくない。したがって，輸出貿易取引を十分に理解
(1) 
しているならば，およそのことは理解できるであろうが，輸入承認，貨物の
荷受けなど輸出貿易取引と異なるところもあるので，輸入貿易取引の全貌を
十分に理解するためには輸出貿易取引の知識だけでは不十分であろう。した
がって，輸入業者の観点より輸入貿易取引の綸郭と留意すぺき点について述
(2) 
べてみよう。
第一章 輸入契約の成立と輸入業者の契約履行
第一節輸入契約の成立
輸入業者が輸入を行なう場合，①国内の需要家ならびに専門問屋からの依
頼を受けて積極的に輸出業者に引合いをなし契約を行なういわゆる注文によ
(1) 拙稿「輸出貿易取引について」関西大学経済・政治研究所研究双書23冊， 1967
年3月，また輸出業務に必要な実際手続きとそれに使用される文害の処理および記
入方法ならびに解説についてほ拙稿「文書実務（輸出の部）」（森沢，笹森，安達編
著「実用英語ハンドプック」第三部第一章， 1966年）を参照されたい。
(2) 輸入業務に必要な実際手続きとそれに使用される文害の処理および記入方法な
らびに解説についてほ渡部浩太郎「文書実務（輸入の部）」（前掲書）を参照された
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る翰入および面要を見込んで契約を行なういわゆるおもわくによる輸入と，
R輸出業者からの勧誘にもとづいて国内の孟要家を求めて契約を行なう翰入
とがある。前者の場合には，輸入菜者は海外市場調在を行ない，目的市場に
おける確実な輸出業者を探出し，これに取引の申込みをなし，それが信、用確
実な輸出業者であれば取引条件の取決めをする。これに対し，後者の場合に
は輸出業者より見本，カクログ，値段表などが積極的に送付されてくるから，
輸入業者は海外市場ならびに国内市場の商情をよく調査し，国内における福
要家と契約の見通しがつけば申込みに応ずる旨を通知し，他面において相手
先の信用調査を行なう。その結果，相手先が信用確実な会社であるとわかれ
ば，取引条件の取決めをする。
(3) 
このようにして．取引の一般的条件が取り決められると，輸入業者は注文
輸入の場合には輸出業者に対し，引合い (Inquiry)を出すわけであるが．こ
の引合いに対し輸出業者から価格，秘月，決済その他の売買条件を具体的に
(4) 
示した申込みいわゆる売申込み (SellingOffer)が送られてくるから，これを
輸入業者が承諾すれば契約は成立する。また，この引合いが単なる引合いで
なく，買申込み (BuyingOffer) である場合は輸出業者がこれを承諾する旨
の返事を輸入業者にすれば契約は成立する。しかし，輸出業者がこれに対し，
(5) 
逆申込み (CounterOffer)をしてきた場合は，輸入業者は甜要家と価格その
他の点について交渉し，これを孟要家が承諾することによって，輸入業者が
輸出業者に承諾する旨の返事を行なうならば契約は成立する。さらに，輸出
(3) 取引の一般的条件の詳細については拙著「貿易業務論（上）」 4版，昭和42年，
21~130頁を参照されたい。
(4) 申込み (Offer)は貿易業界では原語のままオッファーと用い，ォッファーを貸
すとか借りるとかいって使用している。また仲間取引においても用いられている。
申込みには売申込み (SellingOffer)と買申込み (BuyingOffer)があるが，一般に
は買申込みを引合い (Inquiry)と同じに用い．ォッファーといえば売申込みをさす
ものだとしている人が多いが，厳密に解すれば引合いと買申込みは区別すべきもの
で，オッファーを売申込みに限定すぺきではない。
(5) 逆申込みもしくは反対申込みとは，売買当事者の一方から提示された取引条件
を他方が不満に思う場合に逆に条件を出すことをいう。これは条件付または修正の
付加された承諾ともいえる。
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業者から積極的に売申込み (SellingOffer)が送られてきた場合は，輸入業者
がそれを承諾する旨の返事を輸出業者にすれば契約は成立する。しかし，国
内の需要家との交渉がうまくいかない場合は逆申込みを輸出業者に発し，こ
れを輸出業者が承諾すれば契約は成立する。
このように，契約が一方の申込みに対する他方の承諾によって成立するこ
とは輸入契約の場合にあっても輸出契約の場合にあってもなんら異なるとこ
(6) 
ろはない。また輸入契約の締結までの仕方についても輸出貿易取引の場合と
異ならない。しかし，わが国現行では，輸入承認について若干問題点がある
ため，輸入契約を締結するに先立って次のことに注意しなければならない。
第二節輸入業者の契約履行
第一輸入割当と輸入承認
わが国現行の輸入には有為替輸入と無為替輸入がある。有為替輸入とは輸
入貿易管理令第 4条にもとづく輸入をいい，外貨で貨物代金の決済を行なう
通常の輸入はこれにあたる。これに対し，無為替輸入とは輸入貿易管理令第
8条にもとづく輸入をいい，具体的には貨物の価額の全部について外国為替
による代金決済を要しない輸入あるいは円貨で貨物代金の決済を行なう輸入，
さらに委託加工貿易契約による輸入をいい，いずれの輸入の場合でも，政府
の承認が必要とされている。ただ有為替輸入の場合は政府代行機関としての
為替銀行から承認を受けるが，無為替輸入の場合は通産大臣（通商産業省通
商局輸入業務課無為替班，ただし各通産局長に承認の権限を委譲しているも
のについては通産局または通商事務所の輸入担当課）に申請してその承認を
受けることになる。なお総価額18万円 (500ドル）以下の輸入については，
税関長にその承認権限が委譲されているため，税関長の承認を受ければよい。
わが国現行の輸入承認は(1)輸入割当制 (Import Quota System; IQ制）
(2)自動輸入割当制 {AutomaticImport Quota System; A.IQ制） （3）自動承認制
(Automatic Approval System;.!¥A制）のいずれかによって与えられている。
IQ制とは輸入業者，製造業者その他の特定人に対して通産省より輸入数蘇
(6) 詳細は拙著「前掲書」 131~135頁を参照されたい。
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が割り当てられるものをいい，非自由化品目の輸入に適用される。つぎにA
IQ制とは通産省より輸入割当を受ける必要があるが，割当申請をすれば原
則として自動的に輸入割当が受けられるものをいい，形式的には IQ制であ
るが，実質的にはAA制であって，自由化品目と呼ばれている。さらにA A
制とは通産省より輸入割当を受ける必要はなく，為替銀行に輸入承認の申請
をすればいつでも輸入が認められる制度である。
そこで輸入業者は通産大臣が(1)輸入割当を受けることを要する貨物の品目．
(2)輸入許可を受けなければ貨物を輸入できない地域，（3）その他貨物の輸入に
ついての必要事項について輸入公表を行なうから，当該貨物がどの品目に屈
しているかを知るべきである。なおAA品目の場合は為替銀行が絶えず輸入
承認申請を受理することになっているから，その承認のみを受ければよいが，
IQ品目やAIQ品目の場合は，個々の品目または品目グループごとに別途.... 
輸入割当申請手続について輸入発表が行なわれるから，これにもとづいて，
為替銀行に承認の申請をする前に，通産省より輸入割当を受けなければ輸入
承認を受けることができない。また， AA制の場合でも， IQ制の場合でも
(7) 
標準決済によらない場合は通産大臣の事前許可を受けなければ輸入承認を受
(8) 
けることはできない。なお，輸入承認申請の際には担保を為替銀行に預け入
れなければならないが，加工貿易材料として輸入割当を受けて輸入される I
Q品目の貨物などは現在のところ担保の預け入れが免除されている。
このように，輸入業者はAA品目の場合は輸入承認申請書に輸入担保を添
えて，また IQ品目やAIQ制品目の場合は輸入承認申請書に輸入割当証明
書および輸入担保を添えて，為替銀行に提出する。この輸入承認申請を為替
銀行が認めると，その旨を申請書に記入し，責任者がそれに署名すると，輸
入承認申請書はそのまま輸入承認書 (ImportLicence; I/L)となり，正副各
1通が申請者に交付される。そして，この正本は貨物が到着したときに通関
に用いられる。
(7) 詳細は拙稿「わが国の現行貿易制度について」関西大学商学論集，第12巻第 1
号，昭和42年4月． 40頁注(2)を参照されたい。
(8) 輸入担保ならびにその取扱いについては同上， 41頁および貿易弘報社「貿易手
続全解」 16版，昭和42年， 228~235頁を参照されたい。
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上述のことから理解されるように． AA品目の場合は申諮すれば原則とし
て承認されるものであり，またAIQ品目の場合は輸入割当証明杏を要する
とはいうものの，申請すれば原則として承認されるものであるから，若干危
険はあるとはいえ，売買契約を締結してもそうたいした問題はないであろう。
しかし， IQ品目の場合にあっては輸入割当証明杏を必要とし，その割当て
の範囲内で承認されるものであるから，もし割当てがもらえないならば輸入
はできなくなる。それゆえ，特にこの楊合には確定的な契約を結ぶことはき
わめて危険であり，輸入許可条件付 (Subjectto Import Licence)で契約を
締結しておくことが望ましい。なぜならば，この条件による場合は，もし輸
入承認が与えられないために，契約を屈行することができなくても，契約不
履行にならず，したがってクレームの対象とはならないからである。
以上は有為替輸入の場合であるが，無為替輸入の場合は有為替輸入の楊合
(9) 
と異なる輸入承認申請書を通産大臣に提出して承認を受ければよく，銀行に
よる承認は必要としない。この承認申諮を通産大臣が認めると，輸入承認苔
として正副各 1通が申請者に交付されることは有為替の場合と同様である。
第二注文書の送付
このような事情を勘案して契約を締結すれば，輸入業者は注文書もしくは
買付書を輸出業者に送付するとともに電報の確認因を同封すぺきである。他
方，国内の需要家に対してほ，注文書を入手し，注文諮苦を手渡すこともま
た必要な業務である。
第三為替予約
為替手形が外貨で振り出される場合には為替相場変動の危険は輸入業者が
(10) 
負担しなければならないから，輸入契約が成立すれば直ちに売予約 {Selling
Contract) を行なうのが通例である。輸入業者が売予約を行なうためには，
銀行に対して直接，予約の申込みを行なうか，あるいは為替仲立人 (Exchange
Broker) を通じて間接に通知すればよいが，現行ではほとんど全部，銀行と
(9) 現行では輸入承認申請書として有為替輸入の場合はT2010フォームを使用し，
無為替輸入の場合はT2020フォームを使用している。
(10) 為替予約には売予約と買予約があり，送金手形もしくは電信送金の取組や輸入
手形決済のために用いられる為替予約が売予約である。
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肛接，予約がなされている。為替予約の申込みは元来，輸入業者が申込古を提
出し，為替銀行が予約票を作成し，署名のうえ顧客に交付し， l通に正式署
名をなして返送してもらうものであるが，現行では輸入業者の申込内に銀行
側の責任者が応諾の署名をすればそのまま予約累となる様式のものが使用さ
れるのが通例である。したがって，輸入業者は為替銀行所定の予約漿 (Con-
tract Slip) にその内容を記入し， 2通を銀行に提出する。銀行は輸入業者の
信用状態，実需の哀付けや持高操作上の問題などを検討したうえ，巾込みに
応ずる場合はそれに署名のうえ， 1通を輸入業者に返却する。この巾込みは
必ずしも書面による必要はなく，軍話によってなされることが多いが，この
垢合でも後日おこるかもしれない紛争を防止するために，後刻予約票の提出
(11) 
を求めるのが通例である。
第四 海上運送契約および海上保険契約
(I) 海上運送契約
契約いかんによって異なるが，必買契約が F.0. B.の場合には原則とし
て輸入業者が船舶を手配しなければならない。しかし，実際上では輸出業者
が行なっていることが多いが，これはあくまでも特約であることに注意すぺ
(12) 
きである。そこで，輸入業者は輸出業者が契約期間内に船秋みできるように
(11) 為替予約についての詳細は拙著「前掲書」 203~206頁；麻山勝秀「外国為替」
昭和33年， 355~385頁を参照されたい。
(12) インコタームス (1953年）では Buyermust be at his own expense, charter a 
vessel or reserve the necessary space on board a vessel and give the seller due 
notice of the name, loading berth and delivery dates to the vessel.と規定してい
る。また改訂米国外国貿易定義 (1941年）でも Buyermust give seller adequate 
notice of name, sailing date, loading berth of, and delivery time to, the vessel. 
と規定し，インコタームスと同一の趣旨の規定をしている。そして，全 F.O.B.条
件に関する注釈の中で， Under F. 0. B. terms, the obligation to obtain ocean 
freight space...（略）．．． restswith buyer. Despite this obligation on the part of 
the buyer, in many trades the seller obtains the freight space,．．．（略）… andpro-
vides for shipment on behalf of the buyer. Hence, seller and buyer must have 
an understanding as to whether the buyer will obtain the ocean freight space,… 
（略）．．． asis his obligation, or whether the seller agrees to do this for the buyer. 
としている。またわが国でも昭和24年3月 1日以降の繊維品輸出より，船舶手配は
買主もしくは買主のために売主が行なうこともできると規定され，船舶手配を買主
にするか売主にするかは当事者の意志にまかせられたのである。
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船舶の通知をしてやればよい。
前述のことは個品運送による場合であるが，貨物が大砒の場合には傭船契
約を利用することが多い。 flri船契約による場合は，輸入業者は船会社と直接
もしくは海迩仲立人 {CharteringBroker) を通じて仰船契約を締結する。具
体的には輸入業者が引合いを出し，船会社が確定申込みをなし，これを輸入
業者が承諾すれば契約は成立する。そこで，とりあえず契約の主要条件を品
載した船腹確約杏 (FixtureNote)を作成し，当事者がこれに署名し，相互に
取りかわし各自保存する。ついでこれにもとづいて，傭船契約・性 {Charter
Party; C/P) が作成され，船主から傭船者に手渡される。これによって契約
が確認され，かつ立証される。
なお，傭船契約には航海傭船契約 (TripCharter; Voyage Charter)と期間
傭船契約 (TimeCharter)があり，さらに航海傭船契約には一部傭船契約と
全部傭船契約がある。また，航海傭船契約の一変型として総括運賃傭船契約
(Lumpsum Charter) がある。これらは荷主傭船の場合であるが，船主傭船
の場合はこれらのほかに，期間傭船の一種として裸傭船〔船舶の賃箕借〕
(Bare Charter; Charter by Demise)がある。なお，参考のために，荷主傭船
の場合の主たる契約噴項を述べておこう。すなわち，①船名 ②品名および
数量 ③船稜港 ④荷揚港 ⑤運賃率 ⑥巡賃支払条件（元地払か着地払
か） ⑦運賃条件（船内荷役賃は船主負担か荷主負担か） ⑧荷役条件 (1日の
荷役量を限定するかしないか） ⑨滞船料 (Demurrage) と早出料 (Despatch
(13) 
Money) ⑩碇泊期間の開始日 ⑪契約取消条件などである。
(II) 海上保険契約
契約が F.Q.B.条件や C,&F.条件で締結される場合には輸入業者が保
険契約を締結しなければならない。そこで，輸入業者は保険者に所定の申込
書を提出し，申込みを行なう。また，電話もしくはその他の方法で明細を通
(13) 傭船契約の詳細については布藤豊路・米田謹次郎「海運実務指針」昭和33年，
145頁以下；貿易実務講座刊行会「貿易と運送」昭和35年， 119~253頁；浜谷源蔵
「船荷証券と傭船契約書（改訂増補版）」昭和37年， 63頁以下；寺井久信「傭船契
約論」昭和13年， 97頁以下； WilliamL. McNair and Alan A. Mocatta, "Scrutton 
on Charterparties and Bil of Lading", 16th ed., 1955を参照されたい。
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知し，申込みをすることもできる。この付保申込みを保険者が承諾すれば保
険契約は成立し，その証拠として保険証券が交付される。さらに，輸入信用
状が発行される場合には保険証券全通に誕書して発行銀行に手渡し，保険金
請求権を銀行に譲渡しておかなければならない。
また付保の際，輸出業者からの船積通知がないと金額，船名などが判明し
ない場合が多いから，輸入業者は通常，予定保険 (FloatingPolicy)を締結し
ておき，確定次第，保険会社に申込みをし，確定保険 (DefinitePolicy)に切
りかえてもらう。すなわち，予定保険の申込みに対して（個別）予定保険証
(14) 
券 (ProvisionalPolicy)または保険者のカパー・ノート (CoverNote)が発行
され，確定通知があれば保険証券 (Policy)に切りかえる。さらに，継続的に
貿易取引を行なっている輸入業者は包括予定保険 (OpenPolicy)を締結して
ぉくことが多い。この場合には通常，包括予定保険証券 (OpenPolicy)が発
行され，時には OpenContractが作成され，各自 1通ずつ保管する。この予
定保険契約にもとづいて個々の積荷に付保されているものとして保険証明省
(C~rtificate of Insurance) が発行される。また，この契約の場合でも，金額，
船名などが不明の場合は前述の個別予定保険の申込みをなし，判明すれば確
定保険に切りかえる。
さらに，輸入業者は契約いかんによって異なるが，いずれの損害埴補条件
によるぺきか，またどのような付加危険を担保すぺきかを考慮して付保すべ
きである。また保険期間についても注意を払うぺきで，紛争や費用の面から
みて需要家に貨物を引渡すまでの全過程を一貫して付保しておくべきである。
そして， c.I. F.条件による場合は，通常，運送約款 (TransitClause)によ
って出荷地の倉庫または保管場所をはなれてから，仕向地の荷受人またはそ
の他の最終倉庫または保管場所に引渡されるまでとされているが，しかし荷
卸し後60日をもって限度としている。したがって，最終倉庫に搬入されれぼ，
(14) 海上保険では輸出入貨物に対する個別の予定保険契約を引受けた証拠に保険会
社が契約の明細を略記して発行する英文の書類で．正規の予定保険証券を必要とし
ないときに用いられている。英国では保険プローカーが指図通り手配をすませた．こ
とを明らかにして発行する InsuranceBrok~'s Cover Noteと区別して Insurer's
Cover Note と呼んでいる。（朝川伸夫•印南博吉監修「保険辞典」 上巻125頁）
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60日以内であってもその日をもって保険期間は終了するし，また最終介庫
に搬入されなくても荷卸し後60日を経過すれば保険期間は終了することにな
り，無制限と考えてはならない。さらに，陸揚港より奥地までの陸揚輸送用
具ほ railor truckに限定されていることも知っていなければならない。し
たがって，しましけ (Lighter)を利用する場合は慣習的な場合を除いては保険
証券面に明記しておかなければならない。なお， F.Q. B.の場合は，迩送
約款によって倉庫から倉庫まで付保されていても，船租地での本船稲込み以
前におこった損偏については保険者は輸入業者に瑣補しないということに注
意しなければならない。
最後に，輸入業者が付保した場合，輸入通関の際に，保険料支払を証する
書類が必要であるので，保険料請求宵 (Statementof Marine Insurance Pre-
mium)が発行される。
第五信用状の発行
決済条件が信用状条件である場合には輸入業者は輸出業者が物品の船秘み
をするのに間に合うように信用状の発行を為替銀行に依頼しなければならな
¥,‘o 
わが国現行の信用状発行方法としては信用状発行依頼沓と商業信用状約定
(15) 
沓を同時に提出するのではなく，取引関係成立とともにあらかじめ発行銀行
に商業信用状約定書を差し入れるのが通例である。わが国では包括的な杏式
をとっているため，一度差し入れておけば，その後は信用状発行依頼のつど
差し入れる必要はない。なお，輸入業者の信用状態などに応じて，信用状発
(16) ・
行保証金 (MarginMoney)を要求したり，保証人を立てることを要求するこ
ともある。
信用状はこの依頼書にもとづいて具現されたものであるから，依頼書には
(15) 信用状発行に関する一般的条件を取り決めた包括的かつ網羅的な念書をいい，
発行銀行が信用状の発行によって生ずる危険を免れるために発行依頼人に要求する
ものである。その内容は信用状の発行や手形買取において生じた費用および利息の
支払，危険の負担，発行依頼人の補償義務および発行銀行の免宜，貨物，関係手形
および船積書類に対する銀行の担保権などについて規定しており，輸入業者にとっ
て，きわめてきびしい条件がつけられている。
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信用状の内容がすぺて記載されていなければならない。したがって，輸入菜
者は売買契約に合致した商品を確保するため，依頓甚に売買条件の内容を、洋
細に記載しがちであるが，このことはあまり臨味はないし，必ずしも取引の
安全を確保したことにはならず，時には手数や屯信料の負担を増大させるこ
とすらある。それゆえに，輸入業者は信用状取り1の特質を勘案し，依頼；りを
できるだけ簡潔明瞭に記載すぺきである。しかし，必要条件は必ず明記して
(17) 
おくぺきで，輸出業者に乗じられないように万全を期さなければならない。
輸入業者は信用状発行の必要が生じると，この約定にもとづいて信用状発
行依頼審（英文のもの 2通）に輸入承認甚 (ImportLicence)の正本 (Original)
を添付して発行銀行に提出する。発行依頼を受けた銀行は依頼書の内容を審
査し，それを妥当とみなすと，信用状発行手続を行なう。この発行方法には
電信による場合と郵便による場合があるが，屯信による場合は受益者にI直接
通知されることはなく，自己の本支店もしくは取引銀行（これらを通知銀行
[Notifying or Advising Bank] という）に依頻して通知する方法をとる。また
郵便によって発行される場合は通知銀行に依頓して通知される場合と直接受
益者に通知される場合があるが，現行では通常通知銀行にあてて郵便またほ
電信によって発行されている。信用状が発行されると，信用状もしくは Mail
Confirmation （電信の場合）の写しを発行依頼人に送付し，手数料を徽収す
る。そこで，輸入業者は依頼害の記載事項と異なっていないかをよく点検し
ておかなければならない。
さらに，一度発行した信用状の取消しまたは条件変更については信用状の
種類すなわち取消不能信用状 (IrrevocableL/C)であるか，取消可能信用状
(16) 元来，信用状のない普通の荷為替手形の買取の際に， 銀行が手形買取依頼人
（輸出業者）に手形金額の一部を稲み立てさせた証拠金のことで，手形支払人（輸
入業者）の支払完了後，買取依頼人にもどすものである。最近では，これと異なっ
て，信用状を発行するにあたって，発行銀行が信用供与の担保として発行依頼人
（輸入業者）から徴収する保証金の意にも用いられている。
(17) 信用状に商品名のみを記載したり，時には Merchandise と記載しているのを
よく見かけるが，悪質な輸出業者は船積数量を契約数量の半分にし，価格を 2倍に
して当該商品を送ってくる場合があり，また後者の場合などでは契約品と迩った商
品を送ってきたりすることがあるので注意しなければならない。
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(Revocable L/C)であるかによって，その取扱いを異にする。元来，信用状
の取消しや条件変更は本来許されるべきではないが，輸出業者の都合によっ
て，船梢期や信用状期限の延長や分割秘みの許容その他の信用状条件の変更
(Amendment) を依頼してくる場合がかなりある。これを発行依頼人が承諾
すれば，発行依頼人はただちに発行銀行に変更の依頓をしなければならない。
その場合には，発行依頼人は輸入信用状条項変更依頼杏 (Requestfor Altera-
tion of Terms of Commercial Credit)に変更の内容，理由その他の必要事項
を記入し，輸入承認杏，売先との契約書条項変更応諾昔，関係予約スリップ
（信用状期限延長の場合に要す）などの必要害類を添付して発行銀行に提出
する。審査の結果，発行銀行がその依頼に応ずれば，発行銀行は変更の旨を
電信もしくは郵便にて通知銀行あるいは受益者に通知し，そして条件変更の
手数料を輸入業者より微収する。なお，信用状の意義，種類および実例の説
(18) 
明はここでは省略することにする。
第二章 輸入貨物の荷受と通関
第一節 船戟杏類の入手と諸手続の完了
輸出業者が，物品を船秘みし，船秘通知 (ShippingAdvice)を送ってくる
と，輸入業者は配船表により，または匝接電話で問合わせをなし，本船の入
港日を確めればよいが，実際には輸入港の船会社が着船通知粛 (Arrival
Notice)を送ってくるから， これによって本船の到着日を知り，荷受け，輸
入通関の諸準備を行なう。 1'，泥受けには船荷証券が，通関には商業送り状，包
装明細書，原産地証明書などの街類が必要とされるから，輸入業者はまずこ
(19) 
れらの書類を入手しなければならない。これら船積書類は通常，為替手形に
添付されて為替銀行に送付されてくるから，輸入業者は手形の呈示を受けた
ならば手形代金を支払うか，あるいは手形を引受けることによって，船積書
類を入手することになる。詳細は輸入決済のところで述べるから，ここでは
取立銀行と輸入業者の関係面に焦点をしぽって述べることにする。船積書類
(18) 拙著「前掲書」 142~190頁を参照されたい。
(19) 拙稿「輸出貿易取引について」 115~116頁を参照されたい。
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を入手すれば，輸入業者は荷受けや通凋に支障を来たさないために，その内
容に間迩いないかどうかを精査しておかなければならない。
また，船梢嚇類到箸前に，本船が入港した場合には，船紺証券なしに荷受
けするための手続も必要となる。このほか，通1剥のために輸入承認習を取得
し．必要な場合には運賃証明曹（他の酋類で代用できる）．保険料請求書を整
備するとともに，物品によっては主務大臣の許可およびそれぞれ所定の手続
をとっておくことも必要であり．さらに倉庫や国内巡送手段の確保なども行
なっておかなければならない。
(I) 船稲書類到着の場合
(1) 一覧払手形の場合
手形が一覧払条件であれば，輸入業者は手形の呈示にもとづき，手形代金
を支払えばそれと引換えに船租曾類を入手できる。しかし，実際にはこの代
金支払のための資金を銀行より融通してもらうことが多く，通常輸入貿易手
形または外貨表示の約束手形が振り出される。この楊合，船積書類は輸入貿
易手形の担保であるから，銀行は手形の期日前に船秋沓類の引渡しをしてく
れない。そこで，輸入業者は荷物貨渡依頼甚とともに輸入担保荷物保管証
(Trust Receipt; T/R)を銀行に差し入れ，荷物の貸渡し (T/Rによる船積書
類の貸渡しをいう）をうける。 T/Rは元来 D/P条件の期限付手形の場合に
使用されるものであって，一覧払手形の場合に用いられるのは例外である。
もちろん信用いかんによって銀行より担保の差し入れを要求されることもあ
り，また保証人を立てることを要求されることもある。
輸入担保荷物保管証には輸入業者が銀行の代理人として貨物の陸揚げ，通
関，倉入，付保，売却などすべてを行なう権限を与えている A号または甲号
フォームと，通関，倉入のみを認めている B号または乙号フォームがある。
後者の場合は輸入業者に輸入貨物の陸揚げ，通関および倉入れの業務を行な
わせ，銀行の指定倉庫に寄託完了のうえで，銀行名義の倉荷証券を提出させ
る。したがって，銀行にとっては危険は少ないが，輸入業者にとっては不便
であるばかりでなく，第三者に銀行の信認状態をわからせてしまうという不
利がある。さらに，輸入業者が貨物を売却しようとするときは現金を払い込
56 (170) 輸入貿易取引について（来住）
むか，担保を差し入れることが要求されるから，荷物貨浪しの窓義が失われ
るのであまり利用されないo米系銀行では甲号に相当するものしかないよう
(20) 
である。
(2) 期限付手形の場合
(21) 
手形が信用状による期限付 D/P条件である場合は前記と同様， T/Rによ
って船租書類すなわち貨物の箕渡しを受ける。しかし，信用状がない場合は
(22) 
手形代金が支払われるまで船秘宙類は引渡されない。 D/A条件の場合には輸
入業者は手形の引受けをすれば船積宙類を入手できる。
(Il) 船積書類未着（貨物先稽）の場合
船積書類が未着で船荷証券を入手できない場合は銀行の連帯保証を受けた
保証状 (Letterof Guarantee; L/G)を船会社に差し入れて貨物を入手する。
荷受人が銀行で連帯保証をうるためには，船会社所定の書式に記入のうえ，
銀行所定の輸入担保荷物引取保証依頼内および輸入担保荷物引取保証に対す
る差入証と送り状（売主送付のもの）を添えて銀行に差し出す。銀行は輸入
業者の信用を考慮し，保証料を徴収したうえ，保証状に署名して輸入業者に
返却する。輸入業者はこれによって貨物の引取をなすが，後に船秘害類が到
着すれば，輸入業者は手形代金を支払うか，輸入担保荷物保管証を差し入れ
て船荷証券を入手し，それを船会社に差し出し，保証状の返戻を受ける。さ
らに輸入業者は返戻を受けた保証状を銀行に差し出し，保証依頼害の返戻を
(20) 高山勝秀「前掲書」 295頁。なお T/Rの詳細については同香289~296頁および
「トラスト・レシートについて」日本貿易ニューズ222号， 昭和33年， 8~16頁を，
T/Rの法律関係については伊沢孝平「商業信用状論」昭和30年， 578~651頁を参
照されたい。
(21) D/Pとは Documentsagainst Paymentの略称で，支払渡しといわれる。これ
は荷為替取引における 1条件で，荷為替手形の送付を受けた取立銀行が手形の支払
人である輸入業者に為替手形を呈示した場合に，輸入業者が手形代金の支払と引換
えに船積書類を入手するものである。この場合に振り出される手形を D/P手形と
いい，一覧払 (atsight)をもって原則とされている。この手形に，一覧後60日払の
しようにユーザンスがついてヽるとき，これを D/.Pの期限付手形という。
(22) D/Aとは Documentsagainst Acceptanceの略称で，引受渡しといわれ，輸入
業者は取立銀行から為替手形の呈示を受けた場合に，手形代金をただちに支払う必
要はなく，単に引受けをすれば船稜書類の引渡しを受けることができるものである。
この場合に振り出される手形を D/A手形といい，原則として期限付手形である。
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受ける。
第二節紺受け
輸入業者は船税薔類の幣備がすむと，税関貨物取扱人にも連絡し，本船の
入港を待つ。本船が入港すれば，船荷証券に裏書し，それ（書類未着の場合
は保証状）を船会社に差し出し，必要な費用を支払うと荷渡指図書 (Delivery
Order; D/0)が発行されるから，それによって本船または倉庫から荷受けす
る。
荷受けには船会社が指定したステベドア (Stevedore)によって一括陸揚し，
倉入れした貨物を倉庫から引き取る総揚げと，荷受人が直接本船から荷受け
する自家取りがあり．それによって荷渡指図書の宛名も異なってくる。総揚
げにするか，自家取りにするかは船荷証券の約款によって，船会社の自由と
されているが，自家取りが可能なものまで総揚げされることは荷受人にとっ
て不利であるから，船会社と事前連絡をとっておく必要がある。
(1) 総揚げの場合
荷渡指図書の宛名はステベドアあてになっているから，輸入業者（税関貨
物取扱人が代行）は通関手続を終えたうえ，ステベドアに荷渡指図書を示し，
陸揚費用を支払い．貨物を引き取る。もし，貨物がステベドア所属の倉庫以
外の倉庫に蔵置された場合はステベドアよりその倉庫あての荷渡指図書を発
行してもらい，それによって貨物を受け取り．派出税関吏に輸入許可書と搬
入願を示し，その確認を得て貨物を自己の倉庫に引き取る。もし事故があっ
た場合には倉庫業者より検数表 (TallySheet)を発行させ，それに事故摘要
を記載し，倉庫側と荷受人によって署名する。個品運送の場合は通常この方
法を用いる。
(2) 自家取りの場合
船会社より入手した船長あての荷渡指図書を本船に差し出し，本船から貨
物を引き取り，保税倉庫に搬入すればよい。しかし自家取りの貨物は通常，
大量貨物であるから，荷受けのための十分な準備が必要とされる。傭船契約
の場合は通常この方法を用いる。
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本船の入港手続が終ると，荷役準備完了通知 (Noticeof Readiness; N/R) 
が荷受人になされ，碇泊期間が開始される。本船から荷卸しされるとき，本
船側と荷受人側の検数人によって行物の状態や数凪が検数され，検数表が作
成され， CargoBoat Noteが発行される。これは本船と荷受人の限界を示す
証憑省類であり，貨物の現状を示すものであるから，もしー『『故摘要があれば
これを転記して資任を明らかにする。もし，なんら摘要が記載されておらな
いと，後に故障があっても本船側の直任は終了し，荷受人は本船の責任を追
求することはできない。したがって，受渡時に事故発生の疑いがある場合に
は indispute（詮議中）と付記してクレームの権利を保留すべきである。
はしけに租み込まれた貨物は CargoBoat Noteにもとづいて陸揚される。
この時，派出税関吏に CargoBoat Noteを提出し，関係者立合いのうえで
開封検査が行なわれ，事故があればはしけ送状に事故摘要が記戟される。本
船から荷卸しが完了すれば，検数表や DailyWorking Report にもとづい
(23) 
て碇泊時問表 (TimeSheet)や碇泊期間計算督 (LaydaysStatement) が作成
される。
第三 節輸 入通 関
輸入業者は貨物の除揚げをする一方，他方において輸入通1見を行なわなけ
ればならない。現行では通関手続は税関貨物取扱人が代行しているから，こ
れを利用することになるが，そのためには手続に必要な頃項を周知させてお
くことが必要である。通関手続は輸入品目によって多種多様であるが，
では一般的なものについて述べることにする。
(1) 輸入申告
>-> 
‘-し
(23) これは本船入港，荷役準備完了通知 (Noticeof Readiness) の発給日時，碇泊
期間 (Laydays) 開始日時，荷役開始日時，同終了日時，碇泊期間終了日時，日々
の作業状態，その他日曜休日，ストライキ，天候不良等のための荷役休止の日数や
時間数などを記載し，さらにこれらを基準として，傭船契約 (Charter Party) に
て認められた碇泊日数と，実際の碇泊日数より祁き出される滞船日数もしくは早出
日数等を明細に符出して明品したものである。碇泊日数に疑義がある場合には滞船
日数および早出日数を引いて実際の碇泊日数で計算した TallySheetを作成する。
時には LaydayStatementとTimeSheetを同意義に用いることもある。
輸入貿易取引について（来住） 59 (173) 
1刊物が保税地域に搬入されると輸入申告を行なうのであるが，この際次の
ような苔類すなわち①輸入申告古 (ImportDeclaration; I/D) ②輸入承認沓
③商業送状（未着の場合はProformaInvoice)④必要な場合は包装明細醤，重
址容秘証明杏．原産地証明杏などが提出される。特に商業送状は関税法上，
仕入害と呼ばれ，貨物の仕出国において作成され，仕出人が署名したもので，
記号．品名，数函，価格，作成地，作成年月日，仕向地，仕向人，受渡条件
などの記載が必要とされている。
(2) 貨物の検査
税関は輸入申告書ならびにその他関係沿類の提出を受けると，まず為替課
において品名や金額，決済条件などについて審査され，さらに輸入課におい
て添付省類の点検，内容審査など甚類審査が行なわれる。ついで鑑査課にお
いて貨物の開被検査が行なわれ，鑑定価額が決定される。この鑑定価額と税
率の決定が関税額の決定になるから，この段階の審査が輸入通関の山となる。
そしてこれら書類は輸入課へ送付される。検査は原則として現品検査である
が，書類検査のみで済ますこともある。また検査は通常，保税地域で行なわ
れるのが原則であるが，時にははしけや本船上でなされることもある。
(3) 輸 入許可
鑑定にもとづいて税額が決定されると，輸入課によって関税納入告知杏が
輸入業者に交付される。輸入業者は日本銀行歳入代理店に輸入関税を納入し・
て，納税受領害を税関に差し出すと，先に提出した輸入申告術に輸入許可印
が押される。この輸入許可書は後日の証拠書類として重要なものであるから，
似菫に取扱わなければならない。そこで，税関貨物取扱人は輸入許可書に搬
出届を添えて貨物が蔵置されている保税地域の派出官吏に示し，貨物を保税
地域外に搬出する。また無税品の場合は上述の手続は不用で，貨物の検査が
終わればただちに輸入許可が下されるから，輸入業者は輸入許可書を貨物が
蔵置されている保税地域の派出税関吏に示して貨物を引き取る。
このほか特殊な通関手続きを要するものがある。たとえば，①輸入許可前
引取③保税運送⑧航空貨物の輸入通関④時間外の通関などがそれである。
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第三章 代 金 決 済
輸入代金の決済にも前払や後払方式があるが，通常，荷為替手形による決
済が用いられている。これには信用状付と信用状なしの場合があり，それに
よって手形の名宛人が異なってくる。また，いずれの場合でも手形の期限に
よって，一覧払手形と期限付手形にわけることができる。
第一節 信用状付荷為替手形による決済
信用状付の場合は，手形の名宛人は(1)輸入業者と(2)為替銀行のいずれでも
なるが，通常は為替銀行になる。外貨建の場合には通常，決済通貨が法定通
貨である国の銀行となる。もし邦1建であるならば信用状発行銀行が手形の
名宛人となる。
そこで，外貨建の場合には輸入地の銀行ほ信用状を発行すると．ただちに
信用状の写しを手形名宛銀行 (DraweeBank)に送付する。信用状にもとづ
いて，輸出業者が物品を船積みし，手形名宛銀行あてに為替手形を振り出し，
手）f多名宛銀行
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手形買取銀行に手形買取を求めると，手形買取銀行はその手形を手形名宛銀
行に直送するかあるいは自己の本支店もしくはコルレス銀行を通じて呈示す
る（図は直送の場合をあらわす）。 手形名宛銀行がその手形代金を支払うか
あるいは引受けると，信用状発行銀行に対して，手形にかえて勘定借記通知
書 (DebitAdvice)または手形引受通知書 (AcceptanceAdvice)を送付する。
ただ船稼書類は信用状の文言によって①信用状発行銀行に全通 (Fullset)を
直送し，手形名宛銀行には手形のみ送付される場合と②船秋書類の一組
(One set) を信用状発行銀行に直送し，他の一組を為替手形とともに手形名
宛銀行に送付し，ついで勘定借記通知害とともに信用状発行銀行に転送され
る場合がある。
さて，信用状発行銀行が手形名宛銀行から前述の通知書を接受すると，輸
入業者に対し，手形代金の支払または引受けを請求する。手形引受けの場合
でも，手形名宛銀行が満期日に手形代金を支払うと，信用状発行銀行に対し
て，前述の勘定借記通知書を送付してくるから，輸入業者は手形代金を支払
わなければならない。
(I) 一覧払手形の場合
輸入業者は発行銀行から手形代金の支払の請求を受けると，手形代金と金
利（手形名宛銀行が手形代金を支払った日より，支払当日までの金利）をた
だちに支払わなければならない。もし自己資金がない場合には輸入貿易手形
(24).....  (25) 
制度による円資金，本邦ローンによる外貨資金， 1Jファイナンス方式による
(26) 
外貨資金によって資金を調達し，決済を履行することができる。この場合は
輸入担保荷物保管証 {T/R）を差し入れることによって船積書類の借受けがで
きる。なお為替予約があればそれを実行し，決済することになる。
(24) 輸入貿易手形による円金融とは円表示の約束手形を銀行に差し入れて，円貨を
借り入れる方法をいう。
(25) 本邦ローン方式とは為替銀行が自己保有の外貨を輸入業者に貸付ける方式をい
う。
(26) リファイナンス方式……輸入業者が一覧払信用状の決済資金を調達するために，
みずから別途に期限付手形（リフアイナンス手形）を振り出し，これを国際金融市
場の銀行で割り引いてもらう方式をいう。現行では英ポンド・リファイナンスのみ
利用可能である。
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(II) 期限付手形による場合
輸入業者は発行銀行から通知占にもとづいて手形の引受けを求められると，
手形の引受けをなし，手形代金は満期日に支払えばよい。具体的には，発行銀
行は輸入業者に外貨手形を振り出させ，それを引受けさせ，船積苫類は T/R
の差し入れで輸入業者に手渡す。輸入業者は手形の満期日に元本に相当する
円貨を支払って決済する。この場合には銀行電信売相場が適用される。
なお円建手形の場合は手形の名宛人は伯用状発行銀行であり，輸入業者と
(27) 
することはほとんどない。この決済は通常の貿易決済と変わらない。
第二節 代金取立手形による決済
信用状なき荷為替手形による決済の場合は手形の名宛人は輸入業者である。
輸出業者が輸入業者あての手形を振り出し，輸出地の銀行に荷為替を取り組
(28) 
むと，手形取組銀行は輸入地の本支店もしくはコルレス先に代金の取立てを
依頻する。
(1) 一魏払手形の場合
取立銀行より輸入業者は手形の呈示を受けると，手形代金とその手形代金
が手形取組銀行に送金されるまでの金利を支払い，船稲害類を受取る。もし，
自己資金がない場合は信用状付の場合と同じく，輸入貿易手形制度による円
盗金，本邦ローンおよびリフアイナンス方式による外貨資金を借り入れて決
済することができる。この場合も T/Rを差し入れることによって船秋山類
の借受けができる。もちろん為替予約があればこれを実行し，決済すること
になる。
(2) 期限付手形の場合
取立銀行より輸入業者は手形の呈示を受けると，手形の引受けをなし，手
形代金は満期日に支払えばよい。
D/A条件であれば手形の引受けとともに船積害類は引渡され，手形代金は
満期日に支払えばよいが， D/P条件では手形代金を支払わないかぎり，船稜
(27) 拙稿「輸出貿易取引について」 ll6~117頁を参照されたい。
(28) コルレスとはコレスポンデント (Correspondent)の略で，銀行間の為替取引関
係をいう。この取引関係にある相手の銀行をコルレス先またはコルレス銀行という。
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北類はり1渡されない。
以上は外行建決済の場合であるが，邦択建（円建）決済は倍用状J)ない取
外においてほとんど用いられることはない。
なお，本支店間取引や石油などの特殊な商品の場合にはシッパーズ・ユー
(29) 
ザンス（荷主に用）を利用することもできる。
第四章 輸入貨物の損傷と求償手続
輸入業者はi和物を受取れば，ただちに検査し，売買契約に述反していたり，
肌楊を受けておれば損害の拡大を防止するとともに，責任の所在をつきとめ
て，ただちに求伯手続をとらなければならない。そこで，運送箕物に損偽を
確認したら，船会社や保険会社の担当者立合いのうえ，実地検証を行ない，
算故の態様，原因，振害の程度を確認しなければならない。もし担害が軽微
であれば関係者の談合で解決する方が有利であるが，相当の損害を被ってい
る場合には査証人 (Surveyor) に査証を依頼する必要がある。いずれへ求依
(30) 
する場合でも求依申出期間が制限されることが多いので，検査，求償手続と
も時機を失せぬようにしなければならないし，また責任の婦屈が明らかでな
くて，その解決を待っていては申出期限に間に合わないおそれのある時はと
りあえず事故発生の事実と求依権を保留する旨を関係者に通知しておくのが
通例である。もちろん責任の所在がいずれにあるかによって，求依手続も異
なってくる。
(1) 輸出業者に求償する場合
船積以前に生じた損害や包装の不備から生じた損害など輸出業者の責に婦
すべき損傷が発見されたならば，契約で取り決めた損害査証機関の査証報告
(29) シッパーズ・ユーザンス (Shipper'sUsance) とは外国品の輸入にあたって，
荷送人である外国の売手が認許した荷為替手形の支払期限（ユーザンス）をいい，
輸入代金の決済について外国の売主が銀行信用によらないで，買主に供与する短期
信用である。一般には D/A方式が用いられている。
(30) たとえば C.I.F.に関する国際統一規則である WarsawOxford Rulesでは物
品点検後 3日以内でなければ拒否権を行使することはできないとしている。 (W.O.
R.19条）
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杏 (SurveyReport)を入手してクレーム提出期限内に輸出業者あてにクレー
ムを申し出なければならない。これが厳密な意味の貿易クレームであって，
この解決はアグリーメントにおいて取り決められた方法によらなければなら
ないが，一般には和解によって解決することが多い。これによって解決しな
(31) 
い場合は調停や仲裁にもちこむことになる。
クレーム代金を海外から受領するとき，それが椋準決済方法で行なわれる
場合は， 2•3 の例外を除いて許可（承認）を必要としない。しかし，それが
標準外決済方法による場合は支払等許可（承認）申諮書に，支払等許可申詰
理由書およびクレーム代金の受領を証する甚類を添えて，通産局または通産
事務所に提出しなければならない。また，クレーム代金の受領によらないで，
代替品の無為替輸入によって決済を受けるときは輸入承認申諮宙 2通に，無
為替輸入によるクレーム処理申請書 1通およびクレーム発生事情を証する掛
類（正本と写し各 1通）を添付して，輸入総価額が 500米ドル以下の場合は
税関に， 500米ドル以上の場合は通産局または通産事務所に提出して承認を
受けなければならない。さらに，交互計算制度による借記処理の方法もある。
(2) 船会社に求償する場合
事故の種類が船会社の責任に帰せられる可能性のある場合にはただちに事
故通知書 (Noticeof Damage)を提出し，それとともに求依権留保の旨を通
知しておき（予備クレーム），ついで関係者の立合検査を求め，船会社に賀任
のあることが判明しだい，損害額について談合するか，査証人に担害を評価
させ，しかる後，貨物を引き取るとともに求償する（本クレーム）。しかし求償
ほ発見後ただちにかつ貨物引取前になすべきもので，引取後では原則として
求償に応じない。求償手続に必要な書類としてほ①損害賠償請求書 (Claim 
Note) R求償額計算の基礎となる書類 (Invoiceでよい） ⑧本船の責任を立
．証する書類たとえば CargoBoat Noteおよび TallySheet④調査費用，損
害防止費用の計算書などがある。なお，事故通知を受取った船会社は船荷証
券に記載された免責約款などによって，自己に責任がない＇と判断した場合は
弁償拒否状 (RejectingLetter)を送付してくるから，輸入業者は保険会社に
(31) 詳細は拙著「前掲書」 126~130頁を参照されたい。
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求俗する場合にこれを提出しなければならないc
(3) 保険会社に求依する場合
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貨物に損傷のあることが判明すれば，ただちに保険会社に通知して担害の
立会検査，査証人による検査の要否や返定について了解を得ておく必要があ
る。船会社に責任のない場合はもちろんのこと，船会社に求償すぺき性質の
(32) 
事故の場合でも LoanForm Payment（箕付金形式払）の方法で保険会社に
求依することも多いので，保険会社に対する手続には万全を期しておかなけ
ればならない。
通常，求微に必要な書類としては次のものがあげられる。
(33) 
① 分損の場合
④ Claim Letter ＠保険証券の正本 ◎船荷証券の写し ⑤送状の写し
@ Cargo Boat Noteもしくは TallySheet ◎海難証明害 ①船会社の弁伯
拒否状または船会社に対する Noticeof Damageもしくは ClaimNoteの写
し R Survery Report ⑨損害防止費用，検査毀などの計算書および必要な
場合には DebitNoteや AccountSalesを差し出す。なお Shortin Dispute 
(34) 
（不足詮議中）の摘要がついた場合は入庫証明杏または水切再調査報告書
(32) 海上で損害を受けた貨物に対して求倍を行なう場合には，まず船会社に求償し，
その拒否を受けたときにはじめて保険者に求依を要求するのが原則である。しかし，
損害の巽任者が不明の場合はもちろん，その沢任が船会社もしくはその他の貨物保
管者にある場合でも，賠償金の支払は遅れがちであり，殊にその損害が多額の場合
は金融上苦しいことになるので，保険者が自己の支払うべき保険金に相当する金額
を被保険者に無利息で「貸付金」の形式で支払う方法がある。 この方法を Loan
Form Payment といい，被保険者は貸付金の形で保険金 (InsuranceMoney; 
Lossor Claim Paid)を受取るから，その貨物に関する損害賠恨請求権は保険者に移
転せず，ただ自己の名で求償を続行し，賠償金を回収すれば貸付金の範囲内で保険
者に返済する義務を負う。
(33) 分損とは被保険利益の一部の消滅をいい，保険の目的の一部が滅失，毀損によ
って生ずるものである。これには単独海損と共同海損がある。しかし，ここでいう
分損は単独海損を指し，船舶や租荷が通常の海難によって被った損害またはその結
果として要した喪用について，その損害を被った者が単独で負担する損害をいう。
（単独海損は分損ともいわれている）
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(Outtum Report)の提出が付加される。
② 全損の場合
上記書類のほかに， i刊物の全損を知らせる船会社からの通知書類が必要と
されるが．この場合には，船荷証券は正本 (Original;Signed copy)を全通(Full
set)提出しなければならない。もし全通を提出しえないときは念害を染し
入れなければならない。さらに，委＃牛る場合は委付通知害 (Noticeof 
Abandonment)を差し出さなければならないが，現実全損の場合にはこれを
差し出す必要はない。委付の場合に差し出す甚類は，④委付通知害，＠保険
証券の正本全通，◎船荷証券の正本全通，＠商業送状正副，R悔難報告害の
写しである。
クレームを受けた保険会社はその内容を検討し，妥当と認めれば保険金を
(36) 
支払う。輸入業者は保険金受取に際し，揃補金領収書および権利譲渡宙
(Letter of Subrogation)を提出しなければならない。委付の場合には委付証
(Letter of Transfer)の提出が必要とされる。
(37) 
⑧ 共同海損の場合
共同海損が発生すれば，まず船会社に貨物引渡しの手続をとり，しかる後．
保険会社に求償しなければならない。
(34) はしけ取した貨物を倉庫その他の場所に陸揚げすることを水切りといい，水切
の時の結果の報告書を水切再調査報告書という。
(35) 保険の目的が実質的に全滅したとみなされる（解釈全損）場合には，法律上こ
れを全損とみなし，被保険者はその被保険貨物について有する一切の権利を保険者
に移転して，保険金の全額を請求することができる。 これを委付 (Abandonment)
という。
(36) 被保険者が第三者に有している損害賠償請求権を保険者に譲渡したことを明ら
かにし，また第三者に対する訴訟において，保険者が被保険者の名義を用いること
を認め，そして訴訟に必要な一切の助力をなすことを確約した書状をいう。
(37) 共同海損 (GeneralAverage)とは船舶および積荷について，共同の危険を免が
れるためにまたは損害を軽減するために，船長がその船舶または積荷もしくはその
両方について施した処分の結果生じた損害および費用を，利害関係者（船主，荷主，
運賃取得者）間に各人の保存価格に応じて分担される損害をいう。
輸入貿易取引について（来住） 67 (181), 
(38) 
まず，船会社に④共同海損盟約害 (GeneralAverage Bond) ＠稲荷価格申
告杏 (Valuation Form) ◎船荷証券の写し ＠送状 R保険会社の保証状・
（共同海損供託金を提出すれば必要なし）を提出すると，技物の引渡しが行
なわれる。ただし，全損の場合は供託金を差し出す必要はない。
次に，保険会社に対しては損害の有無，程度，種類によって異なるが，通
常次のような書類すなわち ④共同海損通知書 ＠保険証券の正本 ◎共同
海損盟約書 ＠租荷価格申告書の写し ⑮送状の写し ◎供託金領収甚 ① 
(39) 
逆保証状 (CounterGuarantee) ⑨権利譲渡害 ⑨委付証などを差し出さな
ければならない。
(38) 共同海損が生じた場合に，船主がその海損の精郡を迅速かつ正確に行なわせる
ために利害関係者に署名のうえ提出させる契約文書で，その内容として精算人の選
定の委任，共同海損分担額の支払，共同海損供託金の預託または保険者の作成せる
共同海損分担保証状の提供などが記載されている。
(39) 保険者が船主の要請によって共同海損の無制限分担保証状の差入れに応ずると
き，保険者が保険価額以上に分担額を支払うに至った場合は，本来保険者の坦補す
ペき額と現実の支払額との差額を，被保険者が保険者に支払うことゼ約した念書を
いう。これはまた保険者が船主に差し入れる保証状の哀付けとして被保険者が保険
者に差し入れるという意味で哀付保証状ともいわれる。
